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社合的養護の課題とその対策について
一 児童自立支援施設などの充実に向けて 一

`              ブ
国立武蔵野学院  相 澤  仁

はじめに

周知のとおり、近年、児童虐待の増加などにより、児童福祉施設においては、虐待を受

けた子どもの数が増加している。現在では児童養護施設、情緒障害児短期治療施設、児童

自立支援施設においては、虐待を受けた子ど がヽ約5割から7割程度入所している。国立

児童自立支援施設においては、約 7割から8割め子どもが何らかの虐待を受けた経験を有
している。また、現在、発達障害等の障害を有する子どもも増カロ傾向にあり、全国の児童

自立支援施設においても個別的なケア:支援が必要な子どもの入所が増加している状況に

ある。 |          ‐

このような現状を踏まえ、社会的養護の対策について、
`厚

生労働省においては、平成 1

5年 5月 に「社会的養護のあり方に関する専門委員会」を立ち上げ10月 に報告書をまと

ゅ、それに基づき平成 16年度の児童虐待防止法及び児童福祉法改正、あるいは「子ども。

子育て応援プラン」の策定など具体的な対策を講じるとともに(平成 17年 7月 には「児
童自立支援施設のあり方に関する専門委員会」を立ち上げ(平成 18年 2月 に報告書 (以

下「児童自立支援施設報告書」という。)をまとめた。さらには、平成 19年 2月 から「今.

後目指すべき児童の社会的養護体制に関する構想検討会」が開催され、5月 に中間とりま

とめを報告した。平成 19年 6月 に成立した「児童虐待の防止等に関する法律及び児童福

祉法の一部を改正する法律」(平成 19年法律第73号)の附則において、社会的養護体制
について見直しを進めることが規定されている。平成 19年 8月 に「社会保障審議会児童

福祉部会社会的養護専門委員会」設置。 11月 に報告書が出された。こめような検討会、
専門委員会のとりまとめゃ社会的養諄の現状などを踏まえて、社会的養護の質の向上、量
的な整備を図るために、平成20年 11月児童福祉法等の改正を行うなどして社会的養護
に関する対策の充実を図ってきた。         ・

しかしながら、社会的養護の現状を鑑みるに、その対策は充実してきているものの十分
とはいえず、報告書で言われているような「個々の子どもの状況に応じたオニダーメイ ド
の支援」を展開していくためには、さらに強化・拡充を早急に図る必要があることは否め

ない事実である。厚生労働省においても(そのような現状認識に立ち、社会的養護のあり
方に関する検討を継続的に行つているところである。

そこで、ここでは、現在の社会的養護の現状を鑑み、児童自立支援施設を中心に置きな

がら、児童福祉施設最低基準などの制度的な課題とその対策にρいて、若干触れてみたい。

I 児童自立支援施設の充実                          ,

1.児童自立支援施設の現状と課題

児童養護施設等児童調査結果(平成2o年 2月 1日 現在)(表 1)をみるとわかるように、



児童自立支援施設においては、虐待を受けた経験を有する子どもの割合は65.90/0であ

った。また、発達障害等の障害を有する子どもの割合は35,4%(前 回27: 3%)と
増加する傾向にあり、個々の子どもの二~ズに対応した個別的な支援を行うことが必要で

あるにもかかわらず、現在の体制では質・量ともに十分に対応できているとは言い難い。

また、地方分権改革推進委員会第二次勧告において、児童福祉法第35条第2項に基づ ‐

き都道府県が設置する児童福祉施設 (児童自立支援施設)の職員の資格にういて「廃止又

は条例委任」する方向が打ち出され (平成 21年 10月 7日 )、 その後、厚生労働省が「地

方分権改革推進委員会第3次勧告 (地方要望分)に対する厚生労働省の対応方針について」

を発表し、児童自立支援施設の職員の資格|.(身分規定)について「廃止」を決定し総務省

に対し回答 (平成 21年 11月 4日 )し、「地方分権改革推進計画について」が閣議決定 (平

成 21年 12月 15日 )されたことにより、戦後長く維持されてきた施設の公設公営方式が

平成23年度から公設民営化も可能となる方向で進んできている。.仮に施設の民営化がな

された場合においても、引き続き真に安定した施設運営が担保されなければ、施設として

の役割を果たさなくなることを意味している:児童自立支援施設では、他の児童福祉施設

や里親等のもとでの養育が困難になった子どもや、地域や学校で行動上の問題などを繰り

返し行い不適応状態となつた子どもの受け皿としての役割も担っている。実際に、児童養

護施設からの措置変更児童の入所も少なくない。(平成 19年度入所児童 1128名 中149名

12.1%:全国児童自立支援施設運営実態調査・H21.3.)児童自立支援施設は、その歴史の

中で、「不良行為をなし、又はなすおそれのある児童」を対象の中心
|こ据えて、将来犯罪者

とならないように、健全な社会人として生活できるように支援することを主たる目的とし

て運営されてきた。児童自立支援施設が本来の機能を果たせなくなり、児童養護施設化を 、

進行させれば、児童福祉施設体系の中で、現在、児童自立支援施設が担ってきた役割は果

たせなくなる。                          ● J
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さらには、平成9年の児童福祉法改正により、入所児童に正規の学校教育を受ける機会

を保障するため施設長に入所児童の就学義務が課せられ、児童自立支援施設内に分校・分

教室などが設置され学校教育の実施されるようになった。    |       ,
そうした中で厚生労働省の強い働きかけや各自治体の努力により、新たに平成 2■ 年度

より2つの施設で学校教育が実施できるようにならた。しかしながら、平成 9年の児童福

祉法改正から10年以上が経過した現在 (平成22年 5月 現在)においてもなお、全国5

8カ所の児童自立支援施設 (中学卒業生のみの受け入れ i施設を含む)の うち、15施設

が未実施となつている。

2.児童自立支援施設の公設民営化への対応と制度的な体制強化

上記のような現状を踏まえ、主に児童自立支援施設の公設民営化への対応と制度的な体

制強化について述べる。
‐

(1)児童自立支援施設の公設民営化への対応

この問題については、児童自立支援施設報告書の中で次のように指摘されているとおり、

児童自立支援施設の運営について、「民営化」の検討を視野に入れる場合には、少年非行対

策へのスタンス、公としての責任・対応、児童自立支援施設め役割、:民営化する場合に施

設機能を維持・強化する仕組みがあるのか、民間と協働する場合にどのような仕組みがあ

るのか、などを検討することが必要である。特に、財政的基盤のあり方、現行と同等以上

の支援の質を確保するための人的配置t公的支援 ,連携システム、とりわけ、運営に支障

が生じた場合の設置者としての責任を持らた回復 :サポート体制:事件・事故があつた場

合の対応シ不テム、学校教育導入 。実施、サービス水準を確保するための評価システムな

どの課題を克服できるか否かの検証が不可欠である:

| したがつて、厚生労働省において、この問題についての検証を速やかに実施し、公設民

営化しても引き続き安定した施設運営ができるようにt移行する際の指針や基準を策定す

べきである。                .
(2)児童福祉施設最低基準の見直し                    ,
児童自立支援施設あ職員配置基準は、児童自立支援専門員及び児童生活支援員の総数は、

通じておおむね児童5人につき1人以上とされている(児童福祉施設最低基準第80条 )。

しかしながら(夫婦制、交替制などの支援形態に関係なく、全国の児童自立支援施設では、

入所児童の特性や生活指導の実情等に配慮し、この配置基準を上回る職員を配置し運営し

ている。社会福祉施設等調査 (平成 20年 10月 1日 現在)によればt埠童自立支援専門員

837名 (う ち非常勤50名)児童生活
=援

員304名 (う ち非常勤6名 )が配置|れて

おり、現状ではおおむね児童2人に1人以上の配置がなされていることになる。何故この

ような職員配置がなさ,れているかといえばtこ うした職員配置でなければ、現在の入所児

童を支援することが困難であることを意味しているに他ならない6こ うした全国の施設の

運営実態を踏まえ、また、よリー層問顕性のある・複雑多様化の傾向が進む入所児童やそ

の家族のニニズに対応するためには、児童福祉施設最低基準の直接職員配置基準を、児童

2.0人につき職員 1人以上に改正することが必要である。

また、表1で示したとおり、被虐待経験のある児童が65, 9%(不 明を除くと7o.

9%)も入所している。特に他の児童福祉施設と比較して(突出しそ多いのが性的虐待で



,F

わり、入所児革のうち32.1%の子どもが性的虐待を受けている。特に性的虐待につい
ては、他の虐待に比して、子どもに深刻な精神的な問題や行動上の問題を生じさせるリス
クが高くt早急かっ適切なケア・治療が必要である。また、ADHD、 アネペルガーといっ
た発達障害などの特別な支援、配慮を必要とする子どもが増加している。このような入F~J7

児童のニァズに適切に対応することを勘案すれば、心理療法を担当する職員の配置が必要
不可欠であることは言うまでもない。したがって、児童自辛支援施設においても、情緒障
1害埠短期治療施設への心理療法を担当する職員の配置規定 (児童福祉施設最低基準第ケ5
条)と 同様に、おおむね児童lo人つき1人以上の配置規定を設ける必要がある。 |

さらに、設備基準にぉいても次のような見直しが必要である。       .
1つは、居室面積などの設備基準の見直しであぅし児童福祉施設最低基準において、児

童自立支援施設の設備の基準は児童養護施設の基準を準用するとして、居生の一室の定員
はlo人以下、また、居室面積については、児童1人につき3:3平方メニト″以上とす
ることと規定されている。しかし、児童自立支援施設の入F~f児童のほとんどが中学生以上
の思春期児童であり、居住・生活空間としては余りにも狭いといわざるを得ない6

個々の子どもに対してゆとりが持てるスペァスが確保できるように、子ども1人あたり
の居住面積の設備基準を改善する必要がある。
もう1っは、個別対応室 (観察室)、 相談等、′ぃ理検査室などの義務設置である。児童‐

自立支援施設報告書においても「子どもが自らの課題に安心して取り組めるような生活環
境の維持・整備が大切であるが、この支援。援助の過程において、子どもの中には、集団
生活における不適応行動や無断外出などの行動上の問題などにより精神的な混乱ぶ生じ、
感情のコントロ,ルが難しくなるなど、精神的に不安定な状態を呈することがある:こ、の
ょうな場合、子ども自身の混乱が深刻化するばかりではなく、他あ子どもへの影響も大き
くなり集団生活の秩序が乱れ、施設機能が発揮できなくなることがあるょこのため、子ど
も自身が集団生活から距離を置き、精神的に落ち着きを取り戻して安定することができる
養育環境と個別支援が必要であり、より効果的な個別支援ができる環境設備として個別寮
や個別対応室な―どの設置が望まれる。」と指摘されており、特に子どもが行動上の問題など
によって精神的に不安定になった時、あるいは性的虐待を受けた子どもの心理的苦痛や恐 |

怖、′不安などに個別に対応ができる空間が必要である。また、心理療法や家族療法などを
行うための相談室や心理検杏室などの設置も必要である:            :
(3)学校教育の導入・実施について

学校教育の導入 :実施にっいて、児童自立支援施設報告書では、「入所している子ども
,の 自立支援の上で教育権の保障は極めて重要であり、全施設において学校教育を実施すべ

く国においても積極的に促進を図る必要がある。学校教育の導入に当たつては、地方公共
団体の所管部局や教育委員会t地域などの理解と協力が不可欠であり、関係機関、関係者
と緊密な連携を図つて取り組むことが重要である。」と指摘している。
全国の児章自立支援施設における実施状況は、前述した|お り、 15施設が未実施であ・

る:導入。実施を妨げている大きな原因の1っが地方公共団体 (市町村)｀ における教員 (人

件費)の確保である。

それを解決するためには施設の学習指導担当職員を教育委員会から非常勤講師としそ委
嘱を受けて学校教育を行うことが可能になれば教員の確保がしやすくなる。平成13年 6



月の「児童自立支援施設に入所中の児童に対する学校教育の実施について」の通知により、

国家公務員における兼職は可能である。したがつてt現在、国立児童自立支援施設におい

ては、教員資格を有している教官が教育委員会より非常勤講師の委嘱を受けて学校教育を

行らている。施設内に設置された分校・分教室などにおいて入所児童のニユズにあつた教

育 (学習指導)を展開するには、生活指導等により子:ど もの状態を熟知した施設職員と,教

員との連携 。協働が必要であり、対象児童の特性などに配慮した教職員の適正な配置や施′

設職員の参加など児童自立支援施設にあつた学校教育実施が遂行できるように、厚生労働

省は関係省庁と協議することが重要である。

(4)児童自立支援施設の機能強化

児童自立支援施設の将来構想について、児童自立支援施設報告書において「将来的には、

各施設に少年非行全般への対応が可能となるセンタニ機能を設け、非行などの行動上の問

題のある子ども、支援の難しい子ども等に対して総合的な対応ができるセンタ
=施設とし

て運営していくことが望まれる。」と提示されている。児童自立支援施設がこのような総合

的な機能をもつた施設を目指すのであれば、他の児童福祉施設と連携・協働が図れるよう

なネットワークやシステムを構築していくことも必要になってくる。例えば、他め施設や

里親で不適応状態になつた子どもに対する通所による相談 。支援あるいは‐時保護的な利

用によるサポートを行うといつた機能強化を図ることが求められる。但し、そのためには、

里親が保育所の利用が制度上認められている場合と同様に、児童養護施設の入所児童がセ

ンター機能を有した児童自立支援施設への通所が可能になる二重措置を認めるような制度

に改善することが必要になる。i     i :     ′

Ⅱ 社会的養護の課題とその対策

1.狭義の社会的養護から広義の社会的養護へ     1      ・

社会的養護については、今後目指すべき児童の社会的養護体制に関する構想検討会中間
′

とりまとめにおいて、「『社会的養護』とは、狭義には、里親や施設における養護の提供を

意味するが、広義には、レスパイトケアや一時保護、治療的ディケアや家庭菜援等、地域

における子どもの養育を支える体制を含めて幅広く捉えることができる。」と指摘されてい

る:これまでは、狭義の社会的養護を中心にしながら、広義め社会的養護にっいて視野に
｀

入れつつ、要保護児童とその家族支援のための体制強化が図られできた。これからQ社会

的養護については、基本的には、広義の社会的養護 (地域における在宅ケア `支援)を基

本に据えつつ、狭義の社会的養護 (里親や施設等における特別なケア・支援)が協働・連

携しながら、社会的養護を必琴としている子どもやその家庭をケア・支援するための体制

強化や拡充を図る必要があると考えている。地域社会が家庭機能を支援・補完しながら、

協働して子どもを養育していくとともに、家庭支援を行つていくことが求められているの

である。

2も スモールステヅプができる子ども家庭支援システムの構築     i
｀

一相談・支援から補完・保護まで一

次は、家庭支援 :在宅支援機能、特に補完機能の充実・強化が課題である。在宅支援ケ



‐スの場合や親子分離ケースの場合における家庭復帰後の子どもや保護者を支援するため
には、図1の ような地域におけるスモ早ルステップによる家庭支援が重要である。治療的
なケアの提供や親子支援プログラムを実施してぃる機関の活用やその機能強化等地域にお
ける社会資源を活用しながら、心理治療的デイケア事業の創設など家庭支援対策の拡充を
行うことが重要である。

また、現在、施設は、家族療法事業などを活用しながら家庭支援を行っている。家族療
法事業は通所も可能であり積極的に活用すべきであり、そのプログラムの充実強化を図う
てぃく必要がある。            '
施設退所後の子ども。保護者に対するアフターフォロニァシプや心理的な問題を抱えて

いる親子に対する在宅支援として、家族療法室や地域交流スペースなどを活用して、、親子

の■―ズに応じて心理治療的なデイケアを行ぅょぅな事業を創設することも有効ではない
か:   

‐

また、親子デイケアに加えて、親子ショニトスティヽ トヮイライトスティといった家庭
支援 ,在宅支援事業を実施することも有効と思われる。例えば、乳児院などの児童福祉施
設に設置している親子訓練室や母子生活支援施設の空き部屋等を活用して、軽度な虐待あ
るいは育児ノイロ∵ゼぎみの親と子どもとのショートスティによる、あるいは夜泣きに悩
ルでいる親子のトワイライトスティによるメシタルケア、育児及び家事支援等を行う、と
いった親子短期支援事業 (仮称)を創設したらどうか。あるいは家族療法事業を拡充する
ことによって対応することも可能であろう。施設の蓄積したノウハウを提供することがで

きる事業を創設し、援助を必要としている親子を支援することが必要である。     .
さらに、施設の機能としては、相談:支援、補完、保護などの機能があるが、相談・支

援だけではなくt補完的機能を活用するような事業を展開することも必要ではある。具体
的にいうと、身体的疾患や精神的な障害があり、毎日連続して養育ができない保護者など、

歯1スモァルステップができる子ども家庭支援システムの構築



その保護者の状況によつて子どもを毎週数日間施設で預かるといつた子育て家庭の養育を

補完するような家庭養育補完事業 (仮称)を制度化することである。

児童虐待など子どもの問題は、家族の構造的な問題として理解して対応することが必要

であり、社会的養護を必要とする子どもを対象に支援するのでなく、家庭を対象にして包

括的な支援が可能になるようなシステムを構築することが必要である。すなわち個人を単

位にした支援から家庭を単位にした子ども家庭支援システムの構築が重要なのである。

平成 5年 7月 に厚生省に設置された子供の未来 21プラン研究会がまとめた「たくまし

い子供・明るい家庭・活力とやさしさに満ちた地域社会をめざす 21研究会」報告書の中

で、児童家庭施策の基本理念の 1つとして「家庭・地域社会を基盤とする多様かつ総合的

な施策の推進Jについて次のように提言されている。

「児童家庭施策の対象が、すべての子供、家庭、地域社会に拡大していく中で、可能な限

り子供が生まれ育ち生活する基本的な場である家庭・地域社会において育成されるよう、
|

必要な施策を予防促進的に展開していくことが求められている。

また、子供や家庭に関する支援策の内容や提供形態は、『最低限の画一的サービス』のみ

から『高品質な多次元的サ‐ビス』べの広がりを持たせることが必要である。つまり、特

定の価値観や家庭像を前提にして『サービスに子供や家庭を合わせる』のではなく、多様

な子育ての姿を認めた上で『子供や家庭のニーズにサニビネを合わせる』ことが求められ

ていると言える。‐

さらに、児童家庭施策は、従来の枠組みを広げ、教育t労働、住宅等他分野の施策との

連携を強化するとともに、その実施体制は、老人、身体障害者にかかる施策と整合性も勘

案 しつつ、住民に最も身近な地域 (市町村)を基盤として総合的・計画的な推進が図られ

るようにしていくことが必要である。」                   ｀

まさに、子どもや家庭の手∵ズに対応した支援を展開するためには、「家庭」という単位

を支援対象の中心に据え、市町村を基盤にし、他の分野や領域の制度や施策を有効活用で

きる「スモールステップによる包括的な支援システム」の構築が求められているのである。

3.地域分散化の推進 =市区町村を中心にして一

現在の社会的養護体制で1ま、、子どもが家庭から分離されて児童養護施設などに措置され

ることになると家庭とぃう個人的な居場所と学校という社会的な居場所の両方をなくすこ

とになる。もし図 2で示したように、地域小規模児童養護施設やファミリーホームなどが

各市町村に1か所ずつ設置されていれば、あるいは里親家庭があれば、家庭という居場所

がなくなつても、子どもはその措置された施設や里親から、31き続き学校に通学すること

は可能であり、学校という居場所は確保できる。

つまり、一つの居場所を確保できれば子どもへの心理的なダメージは軽減される:子 ど

もの関係性や居場所の連続性を確保するためには、子どもの生活圏の中に 1か所ずつ保護

してケアできるGHや里親などが配置されていることが望ましい。したがつて、単に設置

数を増加させるというだけの目標値だけを掲げるのではなく、市町村単位に二か所という

ような子どもの生活圏に配慮しつつ子どもの二‐ズに対応可能になる目標値を立てて、地

域分散化を推進することが大切である。



図2子どもの関係性=居場所の連続性を確保するための地域支援
=市 区町村を中心にして =

¬ヽ■■デイの申での在宅ヶア・
=援

ゝ

庭

4.社会的養護関係職員の国家資格化     |
国は、平成 lo年の児童福祉法改正で、より専門性のある職員を確保するために、児童

相談所長及び児童福祉司の任用餐格要件を改正した。また、平成 19年 |ご児童福祉施設最

低基準に規定されている児童自立支援施設長、児童自立支援専門員及び児童生活支援員の

任用資格要件を改正して、少なくとも福祉に従事したことのない職員は配置できなぃよう

にした。    ′ |                ′

しかし、それで十分力ゞと言えばそうではない。今日、施設に入所している子どもの中に

は発達上、資質上の問題を抱えている子どもや複雑な家族関係をもつたケースなどが増加

しており、それに対応できる専門性を持った職員を確保するためには、任用資格から国家

資格にする必要がある。

例えば●児童福祉司、児童指導員、児童自立支援専門員、児童生活支援員 (保育士)を
統合して児童福祉師 (仮称)と いう国家資格を創設することによって、医師の資格が治療

の質を担保するのと同様に、ケア `支援の質の担保が可能になる。その際には更新制を導

入して、虐待など不適切な対応をする不適格者を排除し常に専門性のある職員が確保でき

るようなシステムをつくることが重要であるも今すぐ制度化することは難しいとしても、

タイミングを見計らいながら国家資格化していくべきである。この実現によってt児童福

祉におけるソーシャルワ、―カニ・ケアワーカーなどの専門性を高めていくとともに、社会

的養護の質を高めていくことができるようになると考えている。このように従事する職員
`の資格要件をより明確に定めることにより、将来的には、公的施設や機関における人事的

な措置が難しくなる反面、民間からの派遣職員の活用などが可能となる未」点もある。

また、施設長が施設運営に及ぼす影響は多大であり、体質的な問題を抱えている施設

を改善の方向に変えていくためにも、児童自立支援施設長以外の施設長の資格要件につい



ても、専門性が確保できるよう最低基準に規定すべきである。 ,

5。 地域小規模児童養護施設などの施設分園型グループホームめ種類と運営の拡充
今日までの施設養護は、少iなからず施設の持つ機能に適合した子どもを入所させ、支援

してきたという経緯がある。しかしながら、これからの社会的養護は、子どもの視′点に立
ち子どもや家族め多様な三―ズに応えていく機能とともにて子どもに対するケテの連続性
や親子関係の保持といった子どもの発達の道すじ (ス トニ リニ)を失切にできる機能を持

,ち、ケースに対して適切なケア・支援できるように体制整備をしていくことが求められて
いるのである。

1 そこで、検討すべきことは、地域小規模児童養護施設 (以下「小規模養護」という)な
どの施設分園型グループホー

^の
種類 (機能面).と 運営面についての拡充である。

現在、地域小規模施設は、小規模養護だけであるが、子どもの多様なニァズあるいは保
護者のニーズなどに対応するために、そあ種類を増やすべきか、あるいは反対に、乱暴で
あり蜀実的でないかもしれないが、小規模養護を多様なニーズの受け皿として地域小規模

‐児童福祉施設 (仮称)と して位置づけ、受け入れられる対象を拡大し、そのスタジフや設
備などに応じて対応可能な子どもや保護者を受け入れてケア・支援できる施設とすべきで
ある、ξ考えている。
その種類を増やすとすれば、例えばt地域ィヽ規模乳児院 OL幼児ホァム)、

｀
地域小規模母

子生活支援施設 (母子ホこム)、 地域小規模情緒障害児短期治療施設 (心理療育ホーム)な
どである。                      、

も,1ちは、地域小規模施設の設置・運営の拡充である。現在、小規模養護は児童養護
施設だけが設置・運営ホきることになっそいるが、それ蕉拡充して、ftLの昇童福祉施設に
おいても設置、運営ができるようにすべきである。
現在、精神的・情緒的な問題をもつた乳幼児を対象にした情緒障害児短期治療施設は全

国でも数少なくそのニーズに対応できていないが、前述したような種類や運営面の拡元に
よつて、乳児院においても、小規模養護、母子ホー

^、

心理療育ホームの設置運営が可能
となれば、精神的・情緒的な問題をもつた乳幼児|こ

ついてもケア・支援が可能になる。ま
た、乳児院に入所している乳幼児の保護者の中には養育スキ′レが不足している者ゃ精神的
な問題を抱ぇている者が存在していたり、ある

|｀
ヤ事母子関

“

lま
子→もの成長

`発達に大き
な影響を及ぼしていることから:母子ともにケア・支援をすることが効果的なケースもあ
る。,こ うしたケースに対して、母子生活支援施設や撃L児院で母子祟■ムが設置・運営され

′

ていれば適切な対応が可能になる。
このように各施設がアァミリーホ■ムを含めそれぞれの特色を持ったグループホーム

(以下「GH」 という)を設置・運営できるようになることは、個 の々ケニスの多様な■
―ズに対して対応が可熊になり、子どもべのケアの連続性の確保や子どもの発達の道すじ
に応じたケア・支援の確保に結びつくものであり、子どもの健全な発達のための最善の利
益を確保するための対策の1っ となる。 

′

また、このような多種めGHを設置・運営できるキうになれば、法人0施設

'こ

対してイ
ンセンティブを与えることになり、子どもの権利擁護を念頭に据えて運営している意欲の
ある法人・施設は多種のホ‐ムの設置・運営に乗り出し、施設の機能強化・拡充が図られ



る。この機能拡充が進めば、やがては颯在ある施設種別が再編成されていくことになると

推察できる。                        |
もう1つ検討すべきことは、フアミリ■ホームの拡充である。財政面の問題などがあり

小規模施設を簡単には増やすことができない以上、様々な子どものニーズに対応できる受

け皿を増やすとすれば、プロ的なファミリーホームの拡充を図ることが考えられる。その

ためには検討すべき課題はあるが、現実的であろう: 仮にこのファミリ■ホニムが拡充

すれば(要保護児章ヤ1対する自立支援を推準することはもちろんのこと、施設退所後にお

ける子どもあ退所先などの選択肢|して位置づけられt施設と里親とのパニトナ■シンプ

は深まり、将来的には、例えば児童自立支援施設の職員として勤務し、小舎夫婦制の維持

や拡充に寄与するといつたことも想定できよう。
|なおtこ のようなファミリーホームを含むGHの設置を進める上で配慮しておかなけれ

ばならない点は、GHの設置と併せてG耳 をバックアツプする体制である8本体施設がバ

ックブジプするための専門的な機能などを整備しておくことが必要不可欠である。

6.年長児童の自立支援対策の拡充

退所後の年長児童への支援制度や施策については、法改正などにより、徐々に充実・強

化されており、活用できる事業なども増えてはいるものの、施設を退所した年長児童が他

の子どもと公平な不タートを切れるよう.に 自立支援を推進するとともに、自立後の支援の

充実を図り、より適切な養育を実施するためには、決して十分とはいえない。進路に応じ

た支援など個々の年長児童のニーズに応じて支援できるようになるまでには、先は長そう

である。                                 ●

このため、財源の問題はあるが、今ある資源を統合し有効活用するために、相談機能、1

ジ三ルター機能、生活支援機能、就労支援機能、経済的支援機能(コ ーディネート機能な

どをもらた総杏的な青歩年 (16歳γ30歳程度)の 自立を支援する青少年自立
=援

セン

ター (仮称)を都道府県にす力所設置して、施設を退所した年長児童など個々の青少年の

状況に応じた支援を展開したらいいので鮮ないか。

例えば、勤労青少年福祉法に位置づけられている全国に約500カ所ある動労青少年ホ

ームなどを活用して、一定の条件を満たした施設を逮定して整備を行い、機能を付与して

事業を実施すれば、青少年に対する総合的な支援は可能になるではないだろう力、

このような福祉行政と労働行政などが■体となつた総合的な取組をすることが、現在の

状況を打開していく上でぃ必要である。.             1
‐なお、平成211年 7月 に「子ども。若者育成支援推進法」が成立し公布された。この法

律

'ま

t子 ども :若者育成支援施策の総合的な推進や、社会生活を円滑に営む上での困難を

有する子ども・若者を支援するための地域ネットワークづくりの推進を図ることを目的と

してお り、この法律の施行により今後の年長児童の自立支援対策の推進が図られることを

期待したい。        `.

7.ア フタ■ケア機能の充実・強化について

アクターケアについて、児童自立支援施設報告書では「アフタ‐ケアは、平成16年の

児童積祉法改正で法的に萌確化され、新たに施設目的に加えられた。アンターケアは、入

10



所中の自立支援 (イ ンケア)の延長線上に位置付けられるものであり、入所の段階から想
定して取り組むべきものである。
。このため、アフターケアは、退所後の子どもの自立生活を見通し支援の内容 :方法を検
討し計画することが重要であり、キどもが地域社会で一定程度自立するまで継続的な支援
が望まれる

`(略)

・
事た、子どもが地域社会で自立した生活を送るためには、これを支える見守りなどの支

援体制が必要であり、具体的には、関係者が日頃から施設の行事に参加したり、キどもの
一時帰宅中IF家庭訪間をしたりするなど、爆童相談所、学校t市町村:要保護児童対策地
域協議会、児童委員・主任児童委員等と連場して取組む必要がある。

i。 ま■tアフターケアにおぃては、施設と地域社会の中間に位置し、子どもの社会的自立
を支援する自立援助ホームや職業指導等を行う里親

.、

あるいけ神域の任意団体 。NPo峯と連携を図ぅこ々 が重要である。」と指摘してぃる。        |
報告書のとおり、ァフターケアは、子どもが施設年ハ所した時から退所後の支援体制を

考慮しながら、関係者との協力と策定された計画のもとに各関係者の役tll分担を明確化し、
関係者間で情報を共有しらっ各自がその役割を遂行していかなければならない。アフタ_
ケアを効果的に行うためには、役割あ明確化、情報の共有イ颯 役割の遂行状況の確認など
を行うことが重要である。                 、

また、施設退所後のアフタニヶアにつtヽで、施設は,学校、市時村、要保護児童対策地
域協議会、児童委員 ,主任児童委員等の関係機関と導携 。協働 して実施してぃくことにな
る。しかしながら、施設はもちろんのこと:各甲係機関キも人的資源が乏しく有効に機能
していないのが現状である。例えば、市町村は、役割として、施設退所後の子どもの支援
と見守り及び家族の商産の軽減化を担ってぃる:しかしながら、実際にそあキども。家族の支援などを行つ人的資源が乏しく、手が膚いてぃない0が実情である。したがって、ア
フ́ターケアを行ってくれる人的資源の拡充を図る必要がある。具体的にいうと、市町村 。
児童相談所との関係や職務内容から、主任児車委員でありtその役割を担ってもらえるま
で拡充すべきである。現在、全国の委嘱を受けた主任児童委員数はぉおょそ 2万人である。
将来的には2倍の4万人程度まで主任児童委員を拡充し、地域のサポートシステムを確立
するための三翼を担ってもらうことが必要であり、児車相談所の措置による児童委員指導
の適用を含め、その有効活用を図ってぃくべきであるも      |

8.家庭的養護め拡充にっいて  ' I
.里親制度については、平成 14年からの里親制度の拡充により、親族里親や専門里親の

膚J設、レスパィトヶァゃ相談事業などの里親支援事業などの拡充が図られてきた。また、
国ぃ、応援プランの中で、里親の委託率8.1%蕉 15%|こ 、専門黒料登録者総数

´
146

人を500人に増ゃす目標を掲げ、里親の拡充を図ってきた:

その結果、里親委託率は少し増加し、平成21年度には10.e%と なったが、日標ま
で達していない。平成20年の児童福祉法改正において小規模住居型児童養育事業 (フ ア
ミリーホーム)が制度化された。

家庭的養護にお―いて推進すべきは、前述し|と おり、ファミリァホームである。地域分
散化を図りながら設置数を増やすべきである。もう1つが、児童自立支援施設報告書で「国
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は、将菜島に、非行歩年準に対する養音を行ってきた専門里親を職業化して、(職員として)

寮舎を受け持つ形態での寮運営の仕組みを検討することが必要である。」と指摘されている

ように、里親の専門職化でわり、職業化である。専門里親として一定の養育実績のある人

や施設職員として一定の勤務経験のある人などで、指定された研修を受けた方をプロの里

親として認定し、問題を抱えている子どもの養育に携わつてもらうという新たな里穆の制

度化である。
               議育を必要としてし`乞字きもに対して、適切 |

|こ の儒J度花によらて、より専門的な家庭的
'

な養育を提供できる選択肢が広がり、受けIlll不足の解消につながる。また、里親にな,る こ

とが生計を立てることに直接結びついていることから、これまでの里親とは異なり、その :

拡充を図るこ―とが期待できる。 |
また、社会的養護を利用する家庭の半数|す(ひ とり親家庭であることを考えぅと、子ギ

もの養育と生計維持の両面を抱えているひとり親家庭の支援策としてtあるいは育児不安

や育児ストレスなどを抱えている家庭への率援策として、昼間里親や週末里親などにつぃ

ても事業化して拡充していくこ|も大切である。

9.施設における夜間の職員体制の充実

最後にt夜間における職員体制の充実について簡単に触れておく,施設ヤ|おける夜Fn3の

職員配置は薄く、子どものニーズに応れていない状況にある。家庭生活であれば夜は一家

由桑の時間であり、情緒を安定させるなど心が癒される時間であり、子どもが職員とのふ

れあいを二層求めている時間帯である。すなわち支援の効果が期待できる時間帯であぅ。

したがつて夜FE5における職員配軍の拡充などによリケア・支援体制の充実 。強化が必要不

可欠である。この点についてはタア・支援の効果をあげるため,宿直制から二交替制を基

本とす乞など、是非とも夕間におけぅ職具体制の改善を図るべきである:

おわりに  |                              ‐

以上ご社会的養護の課題とその対策について言及してきたが(今 日の社会的養護は取り

組んでいかなければならない重要課題が山積している状態にある。したがつて、.こ |では

取り上げることができない蘭題もまだまだ残されており、社会的養護の課題とその対策に

うぃて十分な検討ができていない。   ′

)ぃては徐々にをあれ改善され、社会的養護体しかしながら、ここで,り 上げた課題に
`制の充実・強イとが図られることを切に要望する。
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